
資料５

林種別森林面積

天然林 人工林 無立木地その他

3,778

（68.2％）

13,429

（53.5％）

1,492

（26.9％）

10,290

（41.0％）

271

（4.9％

1,362

（5.4％）

北海道 5,541千ha

全 国 25,081千

所管別森林面積

国有林 都道府県有林 市町村有林 その他民有林

北海道

全 国

7,674

（30.6％）

1,210  

（4.8％）

1,709  

（4.8％）

14,488

（57.8％）

3,062

（55.3％）

608

（11.0％）

329

（5.9％）

1,542

（27.8％）

－ 林相別森林面積 － － 所管別森林面積 －
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－ 森林蓄積の推移 －

天然林

人工林

無立木地その他

百万

㎥

0

（S35）5億3千万㎥

（H27）7億8千万㎥

北海道の森林資源の概要

○ 北海道の森林面積は554万haで、全国の森林面積の約22％を占めています。

○ 林相別では天然林の割合が約68％と、全国に比べ高い比率となっています。

○ 所管別では、国有林が55％、道有林が11％を占め、全国に比べ公的機関の所有する森林の比率が高くなっています。

森林面積：北海道は「平成26年度林業統計」、全国は「森林・林業統計要覧2015」（林野庁）より

○ 森林蓄積は約7億8千万㎥で、全国

の約16％を占めています。

○ 森林の蓄積は、天然林を含めて着

実に増加傾向にありますが、特に針葉

樹を主体とする人工林の蓄積が大幅に

増加しており、昭和55年からの35年間

で約4倍強まで増加しています。

0

30

60

90

120

150

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12上

－ 針葉樹人工林の齢級構成 －

カラマツ類

トドマツ

ｱｶｴｿﾞﾏﾂ

スギその他

千ha

① 森林面積

③ 針葉樹人工林の齢級別面積

② 森林蓄積

「平成26年度北海道林業統計」より

「平成26年度北海道林業統計」より

○ 人工林のうち、トドマツが約54％、

カラマツ類が約30％を占めています。

○ カラマツ人工林に加え、トドマツ人

工林も主伐時期に到達しています。

トドマツ９齢級以上：約57％

※標準伐期齢

樹木の平均成長量が最大となる林齢を基準に、森

林の持つ公益的機能や従来の平均伐採齢を勘案して

樹種ごとに定める伐採（主伐）の基準となる林齢。

トドマツ：40年、カラマツ：30年

※齢級 （れいきゅう）

林齢を５カ年ひとくくりにし、まとめたもののこと。林

齢１～５年生を１齢級、６～１０年生を２齢級、以下３齢

級・・・と称する。
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－ 森林伐採量の推移 －

国有林 道有林 私有林等

百万㎥

北海道の林業の動向

○ 北海道の森林伐採量は、平成14年を

底に増加傾向。

○ 所管別では、国有林の伐採量が多くを

占めていましたが、平成11年度に私有林

等の伐採量が国有林を上回り、平成14年

以降現在に至るまでは国有林と道有林の

合計より多くなっています。

「平成26年度北海道林業統計」より

○ 伐採量を人工林、天然林の別で見る

と、平成9年以降は人工林が多くを占め、

最近では、伐採量の9割を人工林が占め

ています。

○ 人工造林面積は、伐採量の減少とと

もに減少を続けていましたが、平成14年

の5.8千haを底に回復傾向にあり、最近

は7千ha前後で推移しています。

① 事業量の推移

② 木材供給量と道産材供給率

（S57）870万㎥

（H14）350万㎥

（H26）480万㎥
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S56 58 60 62 H1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

－ 林相別伐採量、人工造林面積の推移 －

人工林材 天然林材 造林面積

百万㎥

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0

千

ha
（S56）28.0千ha

（H12）5.8千ha

（H26）7.4千ha

「平成26年度北海道林業統計」より

○ 道産材の供給量は平成13年を底に、道産材供給率は平成12年を底に増加傾向にありましたが、平成22年度

以降はほぼ一定で推移しています。
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S56 58 60 62 元 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25

－ 木材供給量と道産材供給率の推移 －万㎥
％

道産材

輸入丸太

輸入製品

（H26）57％

（S57）69％

（H12）34％ 木材自給

資料６

「北海道木材需給実績より（H26は見込み）
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北海道の林業労働の動向

① 林業事業体の推移 ② 林業労働者数の推移

※ 事業種別の事業体数は重複しているため、合計と一致しない。

林業労働実態調査より

0

200

400

600

800

S56 61 H2 7 11 15 19 23

－ 林業事業体数の推移 －
素材生産

造林

種苗生産

事業体実数

0
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12,000

15,000

18,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

S56 61 H2 7 11 15 19 23

－ 事業種別林業労働者数の推移 －
素材生産

造林

種苗生産

林業労働者数

事業

4,254
3,785

18,151

831

508

402

387

322

68

527

415

121

③ 圏域別事業体数・林業労働者数の推移 林業労働実態調査より

林業労働実態調査より

1160
998 1026 1001

1089 1027 1031
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H13 15 17 19 21 23 25

道央（石狩・後志・空知・胆振・日高）

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

483
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316

386
355

422
461
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H13 15 17 19 21 23 25

道南（渡島・檜山）

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

947
870 904 946

1058
989 996
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道北（上川・留萌・宗谷）

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

743
667 652 683 723 726 734
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オホーツク

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

592 567
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534 498

630 641
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十 勝

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

497 516

403 431
463
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391

0

200

400

0
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H13 15 17 19 21 23 25

釧路・根室

素材生産 造林 種苗生産 林業労働者数

事業体 人 事業体 人

事業体

人

事業体 人

事業体 人

事業体

人

資料７

※ 事業種別の事業体数は重複しているため、合計と一致しない。

○ 林業事業体数、林業労働者数ともに、減少傾向が続いていましたが、平成17年度を底に微増傾向にあります。

人 人
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林業労働実態調査より

○ 雇用形態別では、年間を通して伐採事業を行う事業体及び労働者

が増加していることから、通年雇用者が増加しており、労働者数は平

成13年に比べ2倍以上の1，834人となっており、雇用形態で見ても比

率が高まっています。

④ 雇用形態別労働者数

⑤ 年齢階層別労働者数

862 875 838 1,104 1,417 1,556 1,834

2,871 2,603 2,433 2,330 2,205 2,147 1,967

689
516 514 547 564 523 453

4422
3994 3785 3981 4186 4226 4254

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

H13 15 17 19 21 23 25

雇用形態別労働者数

通年 定期 臨時

19% 22% 22% 28% 34% 37% 43%

65% 65% 64% 59% 53% 51% 46%

16% 13% 14% 14% 13% 12% 11%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H13 15 17 19 21 23 25

雇用形態別労働者構成比

通年 定期 臨時

人

594 632 701 825 954 1,007 1,054

1573 1436 1354 1401 1422 1,428 1,422

1566 1410 1216 1203 1246 1,265 1,276

53.8 53.3 52.5 51.5 51.6 51.6
50.1
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年齢階層別労働者数

～39歳 40～59歳 60歳～ 平均年齢

平均年齢

16% 18% 21% 24% 26% 27% 28%

42% 41% 41% 41% 39% 39% 38%

42% 41% 37% 35% 34% 34% 34%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H13 15 17 19 21 23 25

年齢階層別労働者構成比

～39歳 40～59歳 60歳～

人 歳

林業労働実態調査より

○ 年齢階層別では、39歳以下の若年者の割合が増加傾向にあり、平均年齢も低下しています。

○ 一方、60歳以上の割合は減少傾向にありましたが、近年は34％で推移しており、依然として高い割合を示しています。

※ 年齢階層別労働者及び構成比は、常用雇用のみの数字

⑥ 就労日数別労働者数

10% 8% 14% 12% 13% 10% 16%
14% 13%

14% 11% 8% 9%
8%

21% 20% 17% 16% 13% 12% 11%

17% 19% 15% 15% 16% 16% 14%

37% 41% 41% 46% 49% 54% 50%
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40%

60%

80%

100%

H13 15 17 19 21 23 25

就労日数別労働者構成比

～119 120～149 150～179 180～209 210～

10%
23%

9%
3%

13%

11%
4%

16%
32%

12%

15%
28%71%

33%
20%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

素材生産 造林 種苗生産

事業種別の就労日数(H25)

～119 120～149 150～179 180～209 210～

林業労働実態調査より

○就労日数別では、増加傾向にあった210日以上の割合がH25は減少したものの、長期的には増加の傾向にあります。

○事業種別に210日以上の割合を見ると、素材生産が71％と高い割合を示している一方、種苗では20％となっています。

＜雇用形態区分＞

通年雇用：年間を通じて雇用される者

定期雇用：被保険者期間が通算して1年未満6ヶ月以上の者

（一般的には季節労働者と呼ばれる）

臨時雇用：通年、定期以外で一時的に雇用された者

※ 就労日数別労働者構成比及び事業種別の就労日数は、常用雇用のみの数字
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⑦ 林業就業者の高齢化比率

林業労働実態調査より

○ 新規就業者における平成15年から25年までの緑の雇用の活用状況は、全国で39％に対し、北海道では14％と低位

な状況にあります。

※ 平成19年の「日本標準産業分類」の改訂により、平成22年のデータは、平成17年までのデータと必ずしも連続していない。

※ 総務省「国勢調査」より

4.4 4.4
5.9 6.5 6.7

8.0

10.5

18.9

24.7
26.2

17.5

1.6 2.0 2.7 3.0 2.8 3.0
4.3

9.0
14.2

18.1

18.0

10.0

8.9

0.0

5.0
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20.0
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30.0

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22

林業就業者の高齢化（65歳以上）率

全国・林業

北海道・林業

全国・全産業

北海道・全産業

％

○ 林業就業者の高齢化率は、全国、北

海道ともに全産業平均に比べ、高い水準

で推移していましたが、全産業平均の割

合は増加が続いている中、平成22年の割

合は低下しています。

⑧ 新規参入者の状況

※ 新規参入者：林業の経験がなく、新たに林業に就業するもので、通年、定期の方が対象。（国の「緑の雇用」事業の研修生を含む）

○ 平成25年度の新規参入者は145人で、平成19年度以降減少が続いている。

○ 新規参入者の前職は、土木・建設からの参入が最も多く、新卒は14人と約1割となっています。

⑨ 新規就業者に占める緑の雇用の状況

土木・建設

34人

製造・運輸・小売業

17人

新卒

14人
会社員・公務員
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50人
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⑩ 林業労働者の賃金

林業労働実態調査より

○ 平均日額賃金は、素材生産と造林が徐々に減少していますが、種苗生産は平成13年度に比べ約34％増加しています。

○ 賃金の支払方法は、日給制が高い割合で推移していますが、日給・出来高併用制が減少し、月給制が増加しています。

⑪ 社会保険、退職金共済制度の加入状況

○ 雇用保険は漸減してきているものの、労災保険とともに

高い割合で推移しています。

○ 退職金制度は、年々増加しています。

※ 全産業（北海道）は、常用労働者（5人以上の事業所）が対象（厚生労働省「毎月勤労統計調査」より
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－平均日額賃金の推移－ 素材生産
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全産業（北海道）

16%

26％
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12％
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－賃金支払方法－
円

日給制

月給制

日給・出来高併用
出来高制

林業労働実態調査より

99.4% 99.1%

96.1%
94.4%

74.3%
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(%)
－社会保険の加入状況推移－

労災保険
雇用保険
退職金制度

⑫ その他林業労働に関する動向

※ 常用労働者が対象

○ 森林伐採量の増加に伴い、高性能林業機械の導入が進んでおり、平成25年の保有台数は、平成13年の387台か

ら約1.7倍の650台にまで増加しています。

○ 素材生産性を見ると、平成17年は7.50㎥/人日、平成25年は7.55㎥／人日と伸び悩んでいます。

※ 架線集材機：タワーヤーダ、スイングヤーダの総称
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387台
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素材生産性

北海道「高性能林業機械保有状況調査」より

㎥/人日

（１）高性能林業機械の保有状況

※

％
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○ 北海道の死傷者数は、長期的に見ると減少傾向にあります。

○ 林業の死傷年千人率は、平成8年まで順調に低下しましたが、以降は増減を繰り返しており、平成26年の北海道の

林業は、26.6で全産業平均の約9倍と全産業に比べ極めて高い水準にあります。
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北海道労働局「労働災害発生の動向」より

（２）北海道（林業）の死傷者数
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＜年千人率＞

労働者1，000人あたり1年間に発生する死傷者数を示すもので、

千人率＝1年間の死傷者数／1年間の平均労働者数✕1,000

で表される。

（３）労働災害による死傷者の発生率（死傷年千人率）の推移
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－認定事業体数推移（年度末現在）－
事業体
うち森林組合

①年間６ヶ月以上雇用の林業労働者を５人

以上雇用して、次の森林施業を自ら実施して

いること。（５人未満の事業主は、他の事業主

や支援センターと共同で作成できる）

造林・・・地拵え、植え付け

保育・・・下刈り、枝打ち、つる切り、

■■っっっｋ除伐

伐採・・・主伐、間伐

②雇用管理者を選任していること。

③雇入通知書など、労働者に対し雇用に関

する文書を交付していること。

認定事業主の要件

改善措置計画は、林業労働力の確保の促進に関する法律に基づき、雇用管理の改善と事業の合理化に一体的に取り組

む意欲と能力を備えた事業主が自ら作成する計画です。

道は、この計画を認定し、支援センターなどの関係機関と連携・協力しながら支援施策を集中的に講ずることにより、林業

労働者の受け皿となる事業体を育成・強化することとしています。

北海道林業事業体登録制度は、森林所有者等による事業実行者の選択を可能とするとともに、適切な森林施業を行

い、労働安全衛生管理に努める健全な林業事業体の育成を図り、北海道の森林の適切な整備を推進することを目的とし

て、平成24年8月に創設しました。

平成28年度3月29日現在、全道で767の事業体が登録しています。
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－振興局別登録事業体数（H28.3.29現在）－

北海道では、平成27年8月から10月に、求職者（ハローワーク、教育機関）及び林業事業体（経営者や就業者）に対して、

アンケート方式による実態調査を実施しました。さらに、この結果について、全道の主な事業体や市町村等に広く意見照会

を行うとともに、全道5箇所において意見交換会を開催しました。

○ 主な内容等

・ 一般求職者のうち林業への就業に前向きな人の割合･･･15％

・ 他業種との連携を含めて、通年雇用を促進することが必要。

・ 既に他産業が就業者の囲い込みを始めており、林業も育成確保が必要。

・ 地域全体の問題として、若年労働者確保に向け、関係機関が協力して取り組むことが必要。

・ 重労働である「地拵え」「植栽」「下刈り」などを敬遠する傾向があることから、軽労化や機械化の検討が必要。

・ 通年雇用、就業環境、社会保障などの充実が就業条件として重要視されていることから、改善の検討が必要。

全国では、林業技術者の育成・確保のツールとして林業大学校を設立している府県も存在しています。（平成28年４月末

現在10府県）

（４）改善措置計画の概要

（５）北海道林業事業体登録制度の概要

（６）林業就業者支援対策調査結果の概要

（７）林業技術者の育成・確保に向けた全国の状況
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